
平成 15年 2月期 中間決算短信(連結)  平成 14 年 10 月 9 日

上   場   会   社   名       株式会社           ディー・アンド・シー 上場取引所  東

コ  ー  ド  番  号 9861 本社所在都道府県

（URL　 http://www.yoshinoya-dc.com） 東京都

問合せ先  責任者役職名 常務取締役管理本部長

　　　　　　  氏　　        名　　　　　折　田　　昌　行 TEL (03) 5269 - 5111（代表）
中間決算取締役会開催日　　平成 14 年 10 月 9 日

米国会計基準採用の有無 無

１. 14年 8月中間期の連結業績（平成 14年 3 月 1 日 ～ 平成 14 年 8 月 31 日）
(1)連結経営成績 (注)金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 8月中間期 72,704 △5.4 6,710 △31.4 7,149 △31.7
13年 8月中間期 76,869 10.8 9,786 34.0 10,460 20.5
14年 2月期 149,227 6.1 16,118 3.9 17,169 5.1

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　 円　　

14年 8月中間期 7,017 91.6 10,826 -
13年 8月中間期 3,661 △17.9 5,550 -
14年 2月期 4,491 △23.3 6,808 -
(注)①持分法投資損益    14年 8月中間期  20 百万円   13年 8月中間期  36 百万円   14年 2月期   32 百万円

     ②期中平均株式数（連結）　14年 8月中間期       648,175株　　　13年 8月中間期       659,729株　　　14年 2月期       659,705株

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本      株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　

14年 8月中間期 110,876 70,576 63.7 112,564
13年 8月中間期 129,209 71,721 55.5 108,274
14年 2月期 130,486 71,540 54.8 108,448
(注) ①期末発行済株式数（連結）　14年 8月中間期         626,984株　　　13年 8月中間期         662,400株　　　14年 2月期         659,679株

   　 ②14年2月期より1株当たり株主資本は中間期末（期末）の発行済株式総数から中間期末（期末）の自己株式数を控除した株式数を用

　    　 いて算出しております。

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による  　財務活動による 　現金及び現金同等物

　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

14年 8月中間期 △ 12,276 3,793 △ 1,416 25,722
13年 8月中間期 10,374 236 △ 1,377 34,093
14年 2月期 15,178 △ 1,774 △ 2,543 35,658

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数       １０社   持分法適用非連結子会社数　   －社   持分法適用関連会社数　      １社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）      －社  （除外）      －社   持分法（新規）      －社  （除外）　      －社

２. 15年 2月期の連結業績予想（ 平成 14 年 3 月 1 日  ～  平成 15 年 2 月 28 日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 151,000 16,800 10,500
(参考）1株当たり予想当期純利益（通期） 16,199 円

※業績見通しは、当社が現時点で合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績は見通しと大きく異なることがあります。



 

 

中間連結キャッシュ・フロー計算書  

          （単位：百万円） 

前中間連結会計期間 
自平成１3 年３月 １日
至平成１3 年８月３１日

当中間連結会計期間 
自平成１4 年３月 １日 
至平成１4 年８月３１日 

前連結会計年度 
自平成１3 年３月 １日
至平成１4 年２月２８日

期  別
科  目 
 金 額 金 額 金 額 
Ⅰ.営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 
税金等調整前中間(当期)純利益 ５,０２２ １２,２５０ ７,３９２

減 価 償 却 費 １,８９８ １,８８０ ４,００６

連 結 調 整 勘 定 償 却 額 １５３ ９０ ５０１

持 分 変 動 損 失 ２４ － ２４

貸 倒 引 当 金 の 増 減 ( △ ) 額 △７ ３６ ６

賞 与 引 当 金 の 増 加 額 ４５５ ３８６ ０

債務保証損失引当金の減少額 △８７４ － △８７４

退 職 給 与 引 当 金 の 減 少 額 － － △２５４

退職給付引当金の増減（△）額 ４,６１６ △１,９５１ ８,６５０

役員退職慰労引当金の増減(△)額 １７ △８４ ６１

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △７６ △６４ △１５９

支 払 利 息 ３７ ５７ ６９

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 △３６ △２０ △３２

有 価 証 券 売 却 損 益 ( △ ) － － ９０

投 資 有 価 証 券 売 却 益 △１６ △９ －

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ４３ ２,７７２ ８２６

関 係 会 社 株 式 売 却 益 － － △１２８

固 定 資 産 除 売 却 損 益 ６７４ ５２２ １,０３７

債 務 免 除 益 － △９,７６１ －

会 員 権 評 価 損 ４４４ １８ ４３２

売 上 債 権 の 増 （ △ ） 減 額 △２４１ △１６８ １８５

た な 卸 資 産 の 増 ( △ ) 減 額 ４３ △２２１ △３７１

仕 入 債 務 の 増 減 ( △ ) 額 １,７４０ △１９ ６７０

未 収 入 金 の 増 ( △ ) 減 額 △１５ ４７６ △１６１

役 員 賞 与 の 支 払 額 △９３ △７７ △９３

更 生 債 権 返 済 に よ る 支 出 － △１８,８０８ △９７６

その他の資産・負債の増減額 △３４６ ３,７８１ △７４６

小        計 １３,４６４ △８,９１３ ２０,１５５

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ７６ ７４ １５９

利 息 の 支 払 額 △３４ △２４３ △６４

法 人 税 等 の 支 払 額 △３,１３１ △３,１９４ △５,０７２

営業活動によるキャッシュ・フロー １０,３７４ △１２,２７６ １５,１７８
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前中間連結会計期間 
自平成１3 年３月 １日
至平成１3 年８月３１日

当中間連結会計期間 
自平成１4 年３月 １日 
至平成１4 年８月３１日 

前連結会計年度 
自平成１3 年３月 １日
至平成１4 年２月２８日

 
期  別 

科  目 
 金 額 金 額 金 額 

Ⅱ.投資活動によるキャッシュ・フロー 

定 期預金の預入れに よ る支出 △９７２ △１,１５６ △５,７０６

定 期預 金の払戻 し に よ る 収 入 ３,３３１ ６,３８４ ９,９８８

有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 － △１４９ －

有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 － １６７ －

有形固定資産の取得による支出 △３,５１１ △２,１６５ △４,８１１

有形固定資産の売却による収入 ２,０３０ ４０８ １,１１４

無 形固定資産取得に よ る支出 △２１５ △２２２ △３１６

投資有価証券の取得による支出 △８９１ △７１ △１,８０４

投資有価証券の売却による収入 ２５５ １０３ １,０９１

投資有価証券の満期償還による収入 － ２００ －

差入保証金の差入に よ る支出 △６６９ △４３２ △１,１３０

差 入保証金の回収に よ る収入 ８２９ ７６９ １,１１８

貸 付 に よ る 支 出 △１ △６７ △１,５８５

貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 ５２ ８１ １７８

関 係会社株式取得に よ る支出 － △６５ △５８

関係会社株式売却に よ る収入 － １０ １４６

投資活動によるキャッシュ・フロー ２３６ ３,７９３ △１,７７４

Ⅲ.財務活動によるキャッシュ・フロー 

短 期 借 入 金 の 純 減 少 額 △５１０ △５６ △７１０

長 期 借 入 に よ る 収 入 ８５５ ６,７４０ ８５５

長 期借入金の返済に よ る支出 △６３９ － △５２７

社 債 発 行 に よ る 収 入 ２９ － －

自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △１８ △７,０４８ △１８

連結子会社の株式発行による収入 ２２ － ２０

新株予約権等の権利行使による収入 － ０ －

配 当 金 の 支 払 額 △１,１１５ △１,０５３ △２,１６２

財務活動によるキャッシュ・フロー △１,３７７ △１,４１６ △２,５４３

Ⅳ.現金及び現金同等物に係る換算差

額 

２６ △３６
△３６

Ⅴ.現金及び現金同等物の増加

額 

９,２６０ △９,９３５
１０,８２４

Ⅵ.新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加
額 

１９９ － １９９

Ⅶ.現金及び現金同等物期首残

高 

２４,６３４ ３５,６５８
２４,６３４

Ⅷ.現金及び現金同等物中間期末(期末)残高 ３４,０９３ ２５,７２２ ３５,６５８
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中 間 連 結 財 務 諸 表 作 成 のための基 本 となる重 要 な事 項  

 

１．連結の範囲に関する事項 

(１)連結子会社の数 10社 ヨシノヤウエスト・インク 

ヨシノヤフランチャイズオブノースアメリカ・インク 

台湾 野家（股） 

(株)沖縄 野家 

(株)ピーターパンコモコ 

(株)ハミータコーポレーション 

(株)メンテナンス・リペア・サービス 

(株)京樽 

（株）ポット・アンド・ポット 

(株)丹波屋 

(２)主要な非連結子会社名 築地家(株) 

    ヨシノヤニューヨーク・インク 

    上海 野家(有) 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社の合計の総資産、売上高、中間純損益及び剰余金はいずれも少額であり、中間連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。 

２．持分法の適用に関する事項 

(１)持分法適用の関連会社の数 1社 (株)北海道 野家 

(２)持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称 

(株)西洋フードシステムズ九州 

（持分法を適用しない理由） 

持分法非適用会社は、それぞれ中間純損益及び連結剰余金に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がな

いため、持分法の適用範囲から除外しております。 

(３)持分法適用会社のうち、中間決算日が中間連結決算日と異なる会社については、各社の中間会計期間に係る中間財務諸表を

使用しております。 

３．連結子会社の中間決算日（決算日）等に関する事項 

連結子会社である(株)メンテナンス・リペア・サービス、(株)丹波屋、(株)ポット･アンド･ポットの中間決算日は5月31日であり、また、

(株)京樽、在外連結子会社の中間決算日は 6 月 30 日であります。中間連結財務諸表の作成に当たっては、同日現在の中間

財務諸表を使用しております。 

なお、中間連結決算日との間に重要な取引が生じた場合には、連結上必要な調整を行っております。 
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４．会計処理基準に関する事項 

(１)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

満期保有目的債券  償却原価法 

その他有価証券  時価のあるもの 

  中間決算末日の市場価格等に基づく時価方法（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定） 

  時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

②たな卸資産 

商品・製品・原材料・仕掛品（市場相場のある肉）  総平均法による低価法 

商品・製品・原材料・仕掛品（上 記 以 外        ）  総平均法による原価法 

貯蔵品      最終仕入原価法 

なお、在外連結子会社は、移動平均法による低価法を採用しております。 

(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年4月1日以降取得の建物につきましては、定額法を採用しております。 

主な耐用年数   建  物   ８年～５０年 

②無形固定資産 

定額法 

ただし、自社利用のソフトウエアにつきましては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。また、在

外連結子会社は定額法によっております。 

(３)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

③役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

④退職給付引当金 

従業員に対する退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中

間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、当社及び連結子会社㈱ポット・アンド・ポットは、平成１４年８月３１日をもってセゾングループ厚生年金基金を脱退して

おり、退職給付引当金は当該基金に対する脱退時特別掛金の額と相殺し特別利益（1,５６４百万円）として計上しております。 

また、当社においては平成１４年８月１日より確定拠出型年金制度を採用しており、従来より採用しております適格退職年金

制度と併せて 2つの年金制度を採用しております。 
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(４)重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

(５)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。ただし、在外連結子会社は、所在地国の会計基準に従った処理を行っております。 

(６)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法   繰延ヘッジ処理を採用しております。 

     また、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので特 

     例処理を採用しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象  ヘッジ手段：為替予約取引、金利スワップ 

     ヘッジ対象：外貨建の予定輸入取引、借入金変動金利 

③ヘッジ方針 

社内のリスク管理方針に基づき、外貨建輸入取引に係る将来の外国為替相場変動リスクを回避し、外貨建買掛金の円貨による

キャッシュ・フローを固定化することを目的として行っております。 

また、金利変動によるリスクを回避するため、金利スワップ取引を行っております。 

④ヘッジの有効性の評価方法 

ヘッジ有効性の評価は、原則としてヘッジ開始時から有効性評価時点までの期間において、ヘッジ対象の相場変動または

キャッシュフロー変動の累計とヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎に

して判断しております。 

(７)その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から 3 ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資から

なっております。 

 

（追加情報） 

 

中間連結貸借対照表及び、中間連結剰余金計算書 

   当中間連結会計期間より「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を適用してお

ります。これによる当中間連結会計期間の損益に与える影響は軽微であります。 

   なお、当連結中間会計期間より「中間連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する内閣

府令」（平成１４年３月２６日内閣府令第１０号）附則第２項ただし書きの規定に基づき、中間連結貸借対照表の資本の部及

び、中間連結剰余金計算書については、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。 
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注  記  事  項 
（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成１3 年８月３１日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成１4 年８月３１日現在） 

前連結会計年度末 
（平成１4 年２月２８日現在） 

１. 有形固定資産の減価償却累計額 
３８,１４７百万円

２. 偶発債務 
次のとおり債務の保証をしております。 

被保証先 
保証内容 

金額 
 

FC 加盟者(6 社) 
ﾘｰｽ債務 

４百万円

 
FC 加盟者(7 社) 
割賦販売契約債務 

１７

 
FC 加盟者(15 社) 
金融機関借入 

３５０

 
FC 加盟者(1 名) 
〃 
３０ 

(242 千US$) 

 
(株)北海道 野家  
〃 

２５

 
FC 加盟者(92 社) 

仕入債務 
３０

 
計 

 
４５８

 
 
 
 
 
３. 固定負債に計上している「更生債権」
及び流動負債の「その他」に含まれて
いる更生債権は、更生会社(株)京樽
が更生計画に基づき、今後弁済予定
の債務であります。 
 
４. 担保資産及び担保付債務 
担保に供している資産の額(簿価) 
土    地     ９,７２２ 百万円 
建    物     ２,３４５  
定期預金      ２,７８０  

１. 有形固定資産の減価償却累計額 
３８,６５９百万円

２. 偶発債務 
次のとおり債務の保証をしております。 

被保証先 
保証内容 

金額 
 

FC加盟者(4 社) 
ﾘｰｽ債務 

２百万円

 
FC加盟者(９社) 
割賦販売契約債務 

３１

 
FC 加盟者(10 社) 
金融機関借入 

２９０

 
FC 加盟者(2 名) 
〃 
７８ 

(601 千US$) 

 
賃貸借契約者 

金融機関借入等 

８５ 

(723 千US$) 

 
(株)北海道 野家  
〃 

１７

 
FC 加盟者(92 社) 

仕入債務 
２３

 
計 

 
５２８

 
 
 

３.  
 
 
 
 
 
４. 担保資産及び担保付債務 
担保に供している資産の額(簿価) 

１. 有形固定資産の減価償却累計額 
３８,６６３百万円

２. 偶発債務 
次のとおり債務の保証をしております。 

被保証先 
保証内容 

金額 
 

FC 加盟者(4 社) 
ﾘｰｽ債務 

２百万円

 
FC 加盟者(10 社) 
割賦販売契約債務 

１７

 
FC 加盟者(15 社) 
金融機関借入 

３４１

 
FC 加盟者(2 名) 
〃 
８４ 

(629 千US$) 

 
賃貸借契約者 

金融機関借入等 

９７ 

(723 千US$) 

 
(株)北海道 野家  
金融機関借入 

２１

 
FC 加盟者(92 社) 

仕入債務 
１７

 
計 

 
５８１

 
 
 
３. 固定負債に計上している「更生債
権」及び流動負債の「一年以内返済
更生債権」は、更生会社(株)京樽が更
生計画に基づき、今後弁済予定の債
務であります。 
 
４. 担保資産及び担保付債務 
 担保に供している資産の額(簿価) 
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差入保証金     １,３５１   
   計       １６,２０１  

 
上記に対応する債務 
更 生 債 権   １６,２２６ 百万円 

土    地     ５,３６９ 百万円 
建    物       ９２６  
定期預金         １５  
差入保証金        ３７  
   計        ６,３４９  

 
上記に対応する債務 
一年以内返済長期借入金  １７０ 百万円 

長期借入金      １,１９０  
未払金           ２５  

長期未払金      １,５６０  

土    地     ９,６６８ 百万円 
建    物     ２,２７３  
定期預金      ２,９６６  
差入保証金     １,２１７  
   計       １６,１２５  

 
上記に対応する債務 
更生債権     １６,２２６ 百万円 
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（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
自 平成１3 年３月 1日 
至 平成１3 年８月３１日 

自 平成１4 年３月 1 日 
至 平成１4 年８月３１日 

自 平成１3 年３月 1日 
至 平成１4 年２月２８日 

１.主要な費用及び金額は、次のとおり
であります。                    百万
円 
広 告 宣 伝 費

１,７１６
 
貸 倒 引 当 金 繰 入 額

１８
 
役 員 報 酬

１４５
 
給 料 手 当

５,９６３
 
賞 与 引 当 金 繰 入 額

１,５７５
 
役員退職慰労引当金繰入額 

４３
 
パ ー ト 費

９,８８９
 
地 代 家 賃

５,６５６
 
水 道 光 熱 費

１,８５０
 
減 価 償 却 費

１,７０４
 
連結調整勘定償却額 

１５３
 
 
 
２.固定資産売却益の内訳は、次のとお
りであります。                 百万円 
土 地

１３９
 
そ の 他

０
 

計 
１３９

 
 
 
 
 
３.固定資産除売却損の内訳は、次のと
おりであります

１.主要な費用及び金額は、次のとおり
であります。                   百万円
広 告 宣 伝 費

１,４９７
 
貸 倒 引 当 金 繰 入 額

３９
 
役 員 報 酬

１５２
 
給 料 手 当

５,６０１
 
賞 与 引 当 金 繰 入 額

１,５７４
 
退 職 給 付 費 用

９２２
 
役員退職慰労引当金繰入額 

５５
 
パ ー ト 費

１０,２０２
 
地 代 家 賃

５,７４３
 
水 道 光 熱 費

１,９１７
 
減 価 償 却 費

１,６７７
 
連結調整勘定償却額 

９０
 
 
２. 
 
 
 
 
 
 
 
 
３.固定資産除売却損の内訳は、次のと
おりであります。               百万円
建 物 及 び 構 築 物

２４１
 
機 械 装 置 及 び 運 搬 具

１.主要な費用及び金額は、次のとおり
であります。                   百万円
広 告 宣 伝 費

３,０７８
 
貸 倒 引 当 金 繰 入 額

２１
 
役 員 報 酬

２８５
 
給 料 手 当

１２,６８３
 
賞 与 引 当 金 繰 入 額

１,７２３
 
退 職 給 付 費 用

１,２２９
 
役員退職慰労引当金繰入額 

８８
 
パ ー ト 費

２０,２５３
 
地 代 家 賃

１０,６２３
 
水 道 光 熱 費

３,８５６
 
減 価 償 却 費

３,５３８
 
連結調整勘定償却額 

５０１
 
 
２.固定資産売却益の内訳は、次のとお
りであります。                 百万円
建 物 及 び 構 築 物

１１５
 
土 地

２３
 
機 械 装 置 及 び 運 搬 具

０
 
工 具 ､ 器 具 及 び 備 品

０
 
そ の 他
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おりであります。               百万円 
建 物 及 び 構 築 物

２７６
 
機 械 装 置 及 び 運 搬 具

３５
 
工 具 ､ 器 具 及 び 備 品

７９
 
土 地

３３３
 
撤 去 費 用 他

８７
 

計 
８１３

 
 

２３
 
工 具 ､ 器 具 及 び 備 品

７２
 
土 地

１２８
 
撤 去 費 用 他

５５
 

計 
５２２

 
 

０
 

計 
１３９

 
 
３.固定資産除売却損の内訳は、次のと
おりであります。               百万円
建 物 及 び 構 築 物

５０１
 
機 械 装 置 及 び 運 搬 具

５３
 
工 具 ､ 器 具 及 び 備 品

１６１
 
土 地

３２８
 
撤 去 費 用 他

１３１
 

計 
１,１７６

 
 

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
自 平成１3 年３月 1日 
至 平成１3 年８月３１日 

自 平成１4 年３月 1 日 
至 平成１4 年８月３１日 

自 平成１3 年３月 1日 
至 平成１4 年２月２８日 

中間連結貸借対照表の現金及び預
金残高と中間連結キャッシュ・フロー計
算書の現金及び現金同等物の中間期
末残高との調整 

百万円

現 金 及 び 預 金 勘 定
38,707

 
有 価 証 券

3,091
 

計 
41,798

 
預入期間が 3 ヶ月を超える定期預金等 

△7,616
 
FFF 以外の有価証券 

△88
 
現金及び現金同等物 

34,093
 

 

現金及び現金同等物の中間期末残
高と中間連結貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係 

百万円

現金及び預金勘定       26,187
有価証券勘定             32 
預入期間が 3 ヶ月を 
超える定期預金等        △464 
取得日から償還日までの期間 
が 3 ヶ月を超える債券等      △32 
現金及び現金同等物     25,722
 

1.  現金及び現金同等物の期末残高
と連結貸借対照表に掲記されている
科目の金額との関係 

百万円

現金及び預金勘定       39,351 
有価証券勘定           2,052 
預入期間が 3 ヶ月を 
超える定期預金等       △5,693 
取得日から償還日までの期間 
が 3 ヶ月を超える債券等      △52 
現金及び現金同等物     35,658 
 
2.  現金及び現金同等物に係る換算
差額には、前連結会計年度に資金の
範囲に含めていたマネー・マネージメ
ント・ファンドの売却損(95 百万円)を
含めて表示しております。 
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(リース取引関係) 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
自 平成１3 年３月 1日 
至 平成１3 年８月３１日 

自 平成１4 年３月 1 日 
至 平成１4 年８月３１日 

自 平成１3 年３月 1日 
至 平成１4 年２月２８日 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナンス
リース取引に係る注記 
借主側 
(１) リース物件の取得価額相当額､
減価償却累計額相当額及び中間期末
残高相当額                百万
円 
 
機械装置及び運搬具 

工具､器具及び備品 

合計 
 
取 得 価 額 相 当 額

１１３

１,４８９

１,６０３

 
減 価 償 却 累 計 額

相 当 額

３２

１,０００

１,０３３

 
中 間 期 末 残 高

相 当 額

８０

４８９

５６９

 
 
なお、取得価額相当額は有形固定資
産の中間期末残高等に占める未経過
リース料中間期末残高の割合が低い
為、支払利子込み法により算定しており
ます。 
 
(２) 未経過リース料中間期末残高相当額 
1 年 以 内

２００
百万円 

 
１  年  超

３６９
 

合 計 
５６９

 
 
なお、未経過リース料中間期末残高
相当額は有形固定資産の中間期末残高
等に占めるその割合が低い為、支払利
子込み法により算定しております。 
 
(３) 支払リース料及び減価償却費相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナンス
リース取引に係る注記 
借主側 
(１) リース物件の取得価額相当額､
減価償却累計額相当額及び中間期末
残高相当額               百万
円 
 
機械装置及び運搬具 

工具､器具及び備品 

合計 
 
取 得 価 額 相 当 額

１１４

１,３６９

１,４８４

 
減 価 償 却 累 計 額

相 当 額

３８

４７４

５１３

 
中 間 期 末 残 高

相 当 額

７６

８９４

９７０

 
 

同   左 
 
 
 
 
 
(２) 未経過リース料中間期末残高相当額
1 年 以 内

３２３
百万円 

 
１  年  超

６４７
 

 

 
合 計 

９７０
 

 
 

同   左 
 
 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナンス
リース取引に係る注記 
借主側 
(１) リース物件の取得価額相当額､減
価償却累計額相当額及び期末残
高相当額            百万円
 
機械装置及び運搬具 

工具､器具及び備品 

合計 
 
取 得 価 額 相 当 額

１２５

２,０１５

２,１４１

 
減 価 償 却 累 計 額

相 当 額

４３

１,２７３

１,３１６

 
期 末 残 高 相 当 額

８２

７４２

８２４

 
 
 
なお、取得価額相当額は有形固定資
産の期末残高等に占める未経過リース
料期末残高の割合が低い為、支払利子
込み法により算定しております。 
 
 
(２) 未経過リース料期末残高相当額 
1 年 以 内

２６０
百万円 

 
１  年  超

５６３
 

 

 
合 計 

８２４
 

 
 
なお、未経過リース料期末残高相当
額は有形固定資産の期末残高等に占め
るその割合が低い為、支払利子込み法
により算定しております。 

 20



支 払 リ ー ス 料
１５２

百万円 

 
減価償却費相当額 

１５２
百万円 

 
 
(４) 減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額
を零とする定額法によっております。 
 
オペレーティング・リース取引に係る注
記 
１. 借主側 
未経過リース料 
1 年 以 内

５８７
百万円 

 
１  年  超

３,２９４
 

合 計 
３,８８２

 
 
２. 貸主側 
未経過リース料 
1 年 以 内

１９
百万円 

 
１  年  超

１２４
 

合 計 
１４３

 
 

 
 
(３) 支払リース料及び減価償却費相当額
支 払 リ ー ス 料

１５６
百万円 

 
減価償却費相当額 

１５６
百万円 

 
 
(４) 減価償却費相当額の算定方
法 

同   左 
 
 
オペレーティング・リース取引に係る注
記 
１. 借主側 
未経過リース料 
1 年 以 内

６６５
百万円 

 
１  年  超

３,１３７
 

合 計 
３,８０３

 
 
２. 貸主側 
未経過リース料 
1 年 以 内

２７
百万円 

 
１  年  超

１３９
 

合 計 
１６７

 
 

 
(３) 支払リース料及び減価償却費相当額
支 払 リ ー ス 料

３１８
百万円 

 
減価償却費相当額 

３１８
百万円 

 
 
(４) 減価償却費相当額の算定方法 

同   左 
 
 
オペレーティング・リース取引に係る注
記 
１. 借主側 
未経過リース料 
1 年 以 内

６７０
百万円 

 
１  年  超

３,６０９
 

合 計 
４,２８０

 
２. 貸主側 
未経過リース料 
1 年 以 内

１４
百万円 

 
１  年  超

６８
 

合 計 
８３
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（有価証券関係） 

前中間連結会計期間（平成１3 年８月 31 日現在） 

１． 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

（単位：百万円） 

 中間連結貸借対照表

計    上    額 
時   価 差   額 

国債・地方債等     １９ １９ ０

合  計 １９ １９ ０

 

２． その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：百万円） 

 
取得原価 

中間連結貸借対照表

計    上    額
差   額 

（１）株  式 ３,７７３ ４,１１８ ３４５
（２）社  債 ３８ ３９ １
（３）その他 ８０４ ７３６ △６７
合  計 ４,６１６ ４,８９５ ２７９

 

３． 時価評価されていない主な有価証券（上記１．を除く） 

                                （単位：百万円） 

 中間連結貸借対照表計上額

（１）満期保有目的の債券 

割 引 金 融 債 ６５０
（２）その他有価証券 
ﾌﾘｰ･ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ･ﾌｧﾝﾄﾞ 
  非 上 場 株 式 

３,００２
６,０３７

 

 

当中間連結会計期間（平成１4 年８月 31 日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 
         （単位：百万円） 
 中間連結貸借対照表

計    上    額 
時   価 差   額 

国債・地方債等     １９ １９ ０

合  計 １９ １９ ０

 
２．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：百万円） 

 
取得原価 

中間連結貸借対照表

計    上    額
差   額 

（１）株  式 ２,９６３ ３,９７０ １,００６
（２）社  債 １９ ２０ ０
（３）その他 ９４１ ９３４ △６
合  計 ３,９２４ ４,９２４ １,０００
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３．時価評価されていない主な有価証券（上記１．を除く） 

                                （単位：百万円） 

 中間連結貸借対照表計上額

（１）満期保有目的の債券 

割 引 金 融 債 ４５０
（２）その他有価証券 
  非 上 場 株 式 ２,９５１

 

 

前連結会計年度（平成１4 年２月 28 日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 
         （単位：百万円） 
 連結貸借対照表 

計   上   額 
時   価 差   額 

国債・地方債等     １９ １９ ０

合  計 １９ １９ ０

 
２．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：百万円） 

 
取得原価 

連結貸借対照表 

計   上   額 
差   額 

（１）株  式 ２,９９８ ３,４１３ ４１４
（２）社  債 ３８ ３９ ０
（３）その他 ８９９ ８９９ ０
合  計 ３,９３６ ４,３５１ ４１４

 
３．時価評価されていない主な有価証券（上記１．を除く） 

                                （単位：百万円） 

 連結貸借対照表計上額 

（１）満期保有目的の債券 

割 引 金 融 債 ６５０
（２）その他有価証券 
  非 上 場 株 式 ５,６７９
  公 社 債 投 資 信 託 ３０
  コマーシャル・ペーパー ２,０００

 

 

（デリバティブ取引関係） 

デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益等 

前中間連結会計期間（平成 13 年 8 月 31 日現在） 

 ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いております。 

当中間連結会計期間（平成 14 年 8 月 31 日現在） 

 ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いております。 

前連結会計年度（平成 14 年 2 月 28 日現在） 

 該当事項はありません。 
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（中間連結セグメント情報） 

１．事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間                          （単位：百万円） 

自 平成１3 年３月 １日 
至 平成１3 年８月３１日 

 

牛   丼 

関連事業 

スナック 

関連事業

寿   司

関連事業

その他飲食

事    業

その他の

事   業
計 

消去又は

全   社
連結 

５１,３４ ４,５５４ ２０,０７ ６６４ ２３４ ７６,８６ － ７６,８６
売     上      高 
(1) 外部顧客に対する売上高 

(2) セグメント間の内部売上高 

    又は振替高 ３０ － － － １,０９４ １,３９ (１,３９６ －

計 ５１,６４ ４,５５４ ２０,０７ ６６４ １,３２ ７８,２６ (１,３９６ ７６,８６

営  業  費  用 ４１,７８ ４,３６ １９,９７ ７０ １,２６ ６８,１０ (１,０１９ ６７,０８

営業利益又は営業損失（△） ９,８５ １８ １００ △４ ６ １０,１６ (３７６ ９,７８

 

当中間連結会計期間                          （単位：百万円） 

自 平成１4 年３月 １日 
至 平成１4 年８月３１日 

 

牛   丼 

関連事業 

スナック 

関連事業

寿   司

関連事業

その他飲食

事    業

その他の

事   業
計 

消去又は

全   社
連結 

４７,８６ ４,４７ １９,０７ ９８ ２９ ７２,７０４ － ７２,７０４
売     上      高 
(1) 外部顧客に対する売上高 

(2) セグメント間の内部売上高 

    又は振替高 ２ － － － １,１６ １,１８ (１,１８３ －

計 ４７,８８４ ４,４７ １９,０７ ９８ １,４６ ７３,８８ (１,１８３ ７２,７０４

営  業  費  用 ４０,９５ ４,３５ １９,２４ １,１７ １,３３ ６７,０５ (１,０６３ ６５,９９

営業利益又は営業損失（△） ６,９３ １２ △１６ △１８ １３ ６,８３ (１２０ ６,７１

 

前連結会計年度                           （単位：百万円） 

自 平成１3 年３月 １日 
至 平成１4 年２月２８日 

 

牛   丼 

関連事業 

スナック 

関連事業

寿   司

関連事業

その他飲食

事    業

その他の

事   業
計 

消去又は

全   社
連結 

９７,２９ ８,９８ ４０,５８ 1,７３ ６２ １４９,２２ － １４９,２２
Ⅰ．売上高 
(1) 外部顧客に対する売上高 

(2) セグメント間の内部売上高 

    又は振替高 ４ － － － １,９２ １,９７ (１,９７５ －

計 ９７,３４ ８,９８ ４０,５８ １,７３ ２,５５ １５１,２０ (１,９７５ １４９,２２

営  業  費  用 ８１,０４ ８,６７ ４０,６６ ２,０４０ ２,４６ １３４,９０４ (１,７９５ １３３,１０

営業利益又は営業損失（△） １６,２９ ３０ △８ △３０ ８ １６,２９ (１８０ １６,１１

(注) １.事業区分の方法 

     事業区分は、事業組識別及び販売商品等を勘案し、区分しております。 

     ２.各事業区分に属する主要な商品等の名称 

事業区分 区分に属する主要な商品等の名称 
牛 丼 関 連 事 業牛丼、朝定食、お新香等及び肉、米、タレ等の食材並びに弁当箱等の包材及び備品 
スナック関連事業たい焼、たこ焼、お好み焼き等の商品を主体とした各種和風ファーストフード 
寿 司 関 連 事 業店頭販売における鮨の持ち帰り及び回転寿司 
その他飲食事業カレー 

 

そ の 他 の 事 業施設設備の工事及び営繕、不動産賃貸 
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２．所在地別セグメント情報 

前中間連結会計期間、前連結会計年度及び当中間連結会計期間における全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の

割合がいずれも９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

３．海外売上高 

前中間連結会計期間、前連結会計年度及び当中間連結会計期間における海外売上高が、いずれも連結売上高の１０％未

満のため、記載を省略しております。 

 

 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 


	中間(連結）

